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選挙制度改革に関する比較分析と20世紀初頭  
イギリスの選挙制度改革論†  
成 廉  孝  
1 ロッカン・テーゼとBoix（1999）のアプローチ  
著者は既にイギリスの現代の選挙制度改革を分析するにあたって，関連す  
る政治学の文献を整理Lたことがある（成贋2007）。ただし，そこでは，20世  
紀初頭の西欧諸国において広範に見られた比例代表制への制度改革を扱った  
ものについては，最′ト限の紹介に留められていた。これらのなかには，  
Rokkan（1970）および，そのテーゼ（ロッカン・テーゼ）が西欧諸国にあて  
はまるかどうか検証するクロスナショナルな研究としてのBoix（1999）が含  
まれる。Boixがいうところのロッカン・テーゼとは，労働者政党や労働組合  
の組織化の進行，普通選挙導入の圧力に「脅威」を感じた保守政党が，普通  
選挙導入接の労働者勢力の参入に抗して，一定の勢力を確保できるように，  
機先を制す形で導入されたものだということを意味している。   
Boixの研究は，ロッカン・テーゼを一般化したうえで検証したものである．っ  
従属変数は「（理論的に）議席獲得が可能な得票のしきい」（effectivcelectoral  
threshold），主に実証するべき対象である「脅威」の指標として，「社会主義  
（政党）の強さ」と「非社会主義既成政党の有効政党数」の2変数の交互作  
用が投入されている。そのほかには，国の規模（「′ト国が比例代表制を導入す  
る」という代替テーゼの検証のため）などが説明変数として投入されている。  
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通常の重回帰分析（OLS）の結果，「脅威」は有意に影響を与えているという  
ことが確認されている。   
Boixの解釈は，広い意味で，政治的アクターの合理性を前提としたもので  
あると考えられる。「脅威」を認識した既成政党の政治エリートが，合理的判  
断を行い，行動をとる．ということを意味しているからである。選挙制度改  
革の一般的な（超歴史的な）プロセスを論じたBawn（1993）やBenoit（2004）  
などの数理的モデ）L／とこの点で共通するJ我々は既に Duverger（1954）や  
Cox（1997）のような，合理的選択アプローチにもとづく選挙制度（および  
政党システム）分析の考え方に馴染んでいるため，ある選挙制度を選んだ場  
合の帰結が計算可能であり．政治的アクターがその情報を踏まえたうえで利  
益最大化を阿るというロジックはそれほど違和感なく受け入れやすいもので  
あった。   
操作化の問題として，社会主義政党の得票率が大きいということが，既成  
政党の側が合理的に計算したという示す指標といえるかという疑問はありう  
ると思われるが（脅威認識というよりは客観的状況の指標である），民主化の  
進行や社会主義の脅威が保守勢力に与えた心理的圧迫というのは，ある程度  
は現実に観察されている。∫ 当時のイギリスでの議論に照らしてみても，この  
ような解釈に合するような発想が散見されることも確かである。19世紀初頭  
から，民衆の政治参加によって財産と教養のある少数のエリートが議会から  
排除されることを危惧した論者によって， 制限投票制（1imited vote），累積  
投票別（cumulative vote），そして単記移譲制など各種の比例代表制あるい  
は比例性はそれほどでもないが単純多数削よりも，少数派が議席しやすい選  
挙制度が提案されていた。ミルなども大きくはこの流れにグルハービングされ  
よう（Hart1992）、l）。  
（1）ただL，後述のように，これらを操作化するとなると，困稚も予想される。  
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2 Boixアプローチヘの批判  
しかしながら，Boixのようなアプローチに対しては，2つの批判があがっ  
ている。第一に，比例代表制導入の動機に関する批判である。Blais and  
Dobrzynska（2004）は，Carstairs（1980）に依拠Lて，19世紀から1930年代  
までのヨーロッパにおいて，デモクラティツクかつ公平な制度としての比例  
代表削支持の圧力が強かったことを指摘し，Boixと同様の対象について，新  
たな説明変数を加えた分析を行っている。B】aisらの主要な説明変数は，「比  
例代表を求める民主主義の盛り上がり」そして，「多党化の進行」である。結  
論としてBlaisらは，比例代表導入以前から既に多党化が進んでいだことが，  
比例代表導入のしきいを低くした，としている（Z）。   
第二に，選挙制度に関する知識や情報の不足，進行しつつある社会変動の  
大きさ，新たに参入する有権者の数や行動の予測不可能性などが生み出す不  
確実性に起因する，戦略的計算のミス（miscalculation）あるいは不可能性を  
重視するものがある。制度の選択を合理的に行う立場に立った者が，制度に  
よって選択によって生じる結果を正確に予測できる状況では，制度によって  
牛じる効果が内生化される。しかしながら，ヨーロッパで比例代表の導入が  
進んだ時期は，労働者政党の進出が急速に進んだ時期であった。このような  
時期を対象とする場合に．完全情報にもとづく制度改革の考え方は安当か，  
という問題である。   
Shvetsova（2003）は，民主主義への移行・走者過程の旧ソ連・東欧諸国に  
（2）19世紀末から，ベルギー，スウェ山テン．デンマーク，第一次大戦後にはドイツ，オ  
ラング，スイス，イタリア，ノルウェーが比例代表制に転じている。南米においてもコ  
スタリカ・チリなどが同時期に比例代表削を採用した（Colomer2004b）0ヨーUツパに  四  
おける「世界的多党化」「少数派代表」の動向は，普通選挙導入時の日本の選挙制度改革  八  
論にも強い影響を与えたといわれる（奈良岡聴智．日本選挙学会報告ペーパー）。 日本に  
ついても，議席獲得のための得票のしきいは中選挙区導入によって低下するので，Blais  
and Dobrzynska（2004）を補強するケースになりうるように思われる。一方で，Blais  
andDobrzynskaの論文については，「民主主義の趨勢」の指標として，その国が属する  
地域における民主主義国の数をもって説明変数としており，これが適切な指標であるか  
どうかについて，議論の余地は残っている〔）  
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おいて政治的アクターが直面せざるをえなかった，不完全情報下の選挙制度  
選択についてゲーム論を用いた分析を行っている。ある時点で選挙制度をデ  
ザインする立場にたった複数のアクターが，制度を選択したのちに生じる結  
果（新規参入政党の登場なし，】一党登場，多数登場）を正確に予測できず，  
一一定の確率を割り当てての選択しか行うことができないような場合，事前の  
選好と事後の選好がn一致しない可能性が排除できない。よって，制度の効果  
を内生化した選択が行われ得ない。実際に旧東欧諸国の移行・定着期におけ  
るヴオラティリティは非常に大きかったし，制度選択にあたって，阻止条項  
などあまり重要であるとは考えられなかったような細かい点も，決して小さ  
くない影響をあたえるような状況が生じた，結果として，制度を形成した際  
のアクターの運命も大きく変転することになったのである‘：㌔  
AndrewsandJackman（2005）はShvetsovaを受けて，Boixが対象とし  
た時期についても，将来についての不確実性があるため，選挙制度改革がもた  
らす帰結がはっきりと理解されていないことが多かったこと，計算はえてし  
て，しばしば（そのイデオロギーと無関係に）そのときの最大の議席′／得票をも  
つ政党の直前の情報をもとにした短期的なものにすぎなかったことを指摘し  
た。加えて彼らは，国の規模の変数を除き，大政党の得票／議席シュアを主変  
数とする推完を行うと，BoIxにとって主妾な変数であるはずの「脅威」は有意  
な説明変数でなくなるという統計分析卜の問題点も指摘している伽。その代  
わりとして，時の政権政党の議席／得票比率が説明変数として加えられ，有意  
な影響を婆｝つことが示される。短期的利益（政権椎持など）と長期的不確実性  
の比重交考量はしばしば前者の優位に終わる，ということでもあろう‘：5）。  
（3）Shvetsova（2003）も確認ノているが，硯実にアクターの計算ミスがあったということ  
四  を経験的に確認することは困難であり′あくまで制度選択時のアクタ】の勢力と・選択  
七   後のそれらの勢力の規模の差，を中心にL■た議論である。  
（4）しかLながら，デ岬夕がないので検証はできないが，時の最大議席・得票を持つ放免に  
ついては，社会主義政覚の勢力と相関†ノている可能性が大きい（あるいはある程度代替  
される）ので，Boix（1999〕の議論と師宣する可能性もあるのではないかと考えられる。  
（L5）BoixやRokkan，そLて合理的アクターを想定する数理的研究ほどでほないものの，  
制度によって恩恵をLている政党は削檻改革を行おうとしないという意味で，当たり前  
といえば当たり前の，合理性は残るr、  
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3 匡l民代表法案について  
以上のクロスナショナルな諸研究と，イギリスの事例との関係をどのよう  
に考えられるであろうか。ケース・スタディによる歴史的事象の詳細な検討  
からは，計量モデルにおける変数選択およびその解釈の安当性を検討すると  
いうことがまず考えられる。次に，モデルの定式化の安当性に関する問題で  
ある。モデルが想定するロジックの妥当性，モデルに含まれない要素の指摘，  
交互作用の可能性，各国個別の事情などがどのように影響を与えているか．  
などの点についてである。ケース・スタディにとっては，まずケースを理論  
的に解釈することで，他国との比較を行う上で意味のある点は何か，どのよ  
うなポイントを叙述のキーポイントに置くべきかという点で参考にすべき点  
を見いだせるであろう。この時期のイギリスのケースは，比例代表的制度が  
導入されなかった，ヨーロッパにおいては少数派のケースにあたるが，どち  
らかといえば上述の議論に沿って考えることで，よりクリアな整理が可能に  
なるように思われる（6）。   
不確実性に関していえば，イギリス第一次大戦末期の国民代表法案  
（RepresentationofthePeopleBill）をめぐる議論においても，選挙制度を  
改革した場合．しない場合の帰結がはっきり把握されていたわけではなかっ  
た。自由党は．議会の評決にあたって，過半数が比例代表の（部分）導入を  
支持していたが，圧倒的多数というわけではなかった。20世紀初頭，自由党  
の全盛期からそれほど時が経ったわけでもなく，依然として政権についてい  
た（首相はロイド・ジョージ）状況である。BlaisandDobrzynska（2004）  
の多党化の進行の議論と絡めて考えるならば，多党化の進行についても，労  
働党が出てくるまでほ，アイルランド内部に限定された話であり，第三党が  
でてくることで二大政党がどのような影響を受けるか，あるいは選挙制度と  
の兼ね合いでどうなるか，といったことははっきりとは把握されていなかっ  
16）以‾卜での分析を行う事実は，Hart（1992：Ch．8〕および小松（2003：Ch．3）に拠っ   
ている。  
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たように思われる（7：。Shvetsova（2003）の図式でいえば，実現するであろう  
世界（有権者支持の分布など制度形成者のペイオフを規定する要素）の確率  
分布について，アクターがもつ信念（世界の実現可能性についての確率の割  
り振り）のプレが人きく，しかもそれが各党内においても一致をみなかった  
ということである。  
歴史の後付け以外の何者でもないが，結果的に読み違いをしたのは誰であ  
ろうか。上院保守党は，卜1覧保守党とは異なり，比例代表の導入を主張して  
いた。もし彼らのいう通りになっていたなら，自由党を追い込むことはでき  
なかったかもしれない。上院自由党は，L院保守党とは異なる意味で，読み  
違いをしていた。彼らは比例代表の導入に反対し，自らの衰退を決定づけた  
ことになる。同様に，下院の自由党においても，比例代表導入に反対した勢  
力がいた。票決において自由党内で多数を占めたのは比例代表賛成派であり，  
アスキス派の大物たち（アスキス Herbert Asquith．サミュエル Herbert  
Samuel，サイモンJohnSimon）は，それぞれ異なる根拠からであれ．比例  
代表制を支持していた。しかし，少なからぬ議員が反対票を投じており，こ  
れが法案の帰趨を決めたのも事実である。首相ロイド・ジョージ（David  
LloydGeorge）からして，選挙制度変更を望んでいなかった。そもそも彼の  
率いる政府が，比例代表導入については政府としてこれを支持するというか  
たちをとらなかったため．自由投票となったのである。彼は後にこのときの  
自らの判断を後悔することになるく8∫。循らの将来についての予測が一定しな  
BlaisandDobrzynskaにおいては．イキ7）スは当時（主に）一人区相対多数制＝Single  （7）  
McmberPluralify）を採用していたことにより，絶対多数制（二同投票制run一Offsystem  
またはsecondballot．あるいは順位指定投票制alternativevote）の使用にともなう多党  
四  化（とそれをもたらす戦略投票）から免れており，比例代表の採用にはしきいが高かっ  
五   たケースであると解釈されている。 
（酎 もし比例代表制が導人されていたとしても，17～18年の法案では対象は都市部の選挙  
区に限定されていたため，どのような・どれほどの影響があったか（労働党の議席がど  
れだけ減少し，自由覚がどれだけ議席を保持できるか）は推測が難しいが，自由党がロ  
イド・ジョージ派，サイモン派の分裂を回避できていれば，また異なった結果があった  
かもしれない（Joyce1999．L）utton2004．成贋2006）。労働者における保守覚支持につい  
ては，McKenzieandSilver（1968）およびNordli11ger（1967）を参照。  
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かったのは，いくつかの要因が考えられるが，AndrewsandJackmanのモ  
デルと関係する点をいうならば，この法案審議の段階では，まだ自由党は議  
席・得票率（ともに40％に近い）の上で保守党と互角であり，さらには第一  
次世界大戦のために最後の選挙から8年経過している状況で，18年選挙で人  
敗を喫することを多くの自由党貞が予測できなかった，ということが大きい  
のではなかろうか。労働党において，自由党との協定を離脱して独立性を主  
張していた勢力（独立労働党Independent Labour Party のアンダーソン  
Wi11iamCrawfordAndersonやスノーデンPhilipSnowdenら）も，自由党・  
労働党協力（グラッドストン・マクドナルド秘密協定）という政治的・選挙  
上の路線との絡みあいについての問題が主眼であり，選挙制度が将来の自分  
たちの議席に及ぼす影響を（純粋？に）考慮していたわけではなかった（小  
松2003）。  
おわりにかえて  
長期的に正解だったといいうるのは誰かといえば，自由党アスキス派，下  
院保守党議員・党支部，労働党ではマクドナルド（9），ということになる。そ  
れでも，短期的な結果を基準にすると，労働者から保守党への支持がう三の  
規模でみられたこともあり，18年法によって大量に増加した男性票，初めて  
投票した女性票ともに，労働党を大きく利するまでには至らなかった。「正  
解」（＝労働党による二大政党の山角としての地位確立）が本格的に判明する  
には，第二次世界大戦後を待たなければならなかった。このように長い時間  
がかかることであれば尚更，当事者連が「計算ミス」をしたとしても，仕方  
のないことではないだろうか。   
これまでのところで検討から漏れていたのは，Blais and Dobrzynska  
第二次労働党政権時，自由党の要望もあり，順位指定投票制導入を検討したが，兼吉局  （9）   
ナショナル・ガヴァメント NationalGovernment の成立に至る政治的・経済的混乱に  
よって潰えた（Hart1992：Ch．8）。  
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（2004）が重視する民主化の潮流．比例代表導入の圧力という点であるが，  
これをケースのなかで検討することは難しい。イギリスについてみるならば，  
Hart（1992）が19世紀初頭からの比例代表制の主張を紹介しており，20世紀  
初頭についてはiに「比例代表協会」（ProportionaiRepresentationSociety、  
PRS．現在は選挙制度改革協会ElectoralReformSociety）の活動を描いてい  
る。しかし，世論レベルでどれだけの影響力，盛り上がりがあったのかなど，  
不明な点も多い。党利党略が絡む問題であるためか，16年から17年にかけて  
開催された議長会議（Speaker’s Conference）の会合もインフォーマルな場  
で行われており，世論をまきこむような議論にはならなかった。クロスナショ  
ナルな分析をするにあたっても，各国で民主主義の盛り上がりや比例代表へ  
の熱意といった問題を操作化するのは困難をともなう（10一。、Blais and  
Dobrzynska の変数作成も苦心の卜での選択だったのではないかと思われ  
る。BlaisandDobrzynskaとは別の，他国との比較が可能な変数を定式化で  
きるかとなると，現在の段階ではっきi）したことがいえないが，操作可能か  
つ“意に解釈が可能な変数をデザインするのは難しいように思われる川）。  
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